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令和６年１２月定例会議案目次 

 

議 案 番 号         件          名 

議第１０６号  令和６年度山形市一般会計補正予算 

議第１０７号  令和６年度山形市水道事業会計補正予算 

議第１０８号  令和６年度山形市農業集落排水事業会計補正予算 

議第１０９号  令和６年度山形市国民健康保険事業会計補正予算 

議第１１０号  令和６年度山形市後期高齢者医療事業会計補正予算 

議第１１１号  令和６年度山形市介護保険事業会計補正予算 

議第１１２号  令和６年度山形市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計補正予算 

議第１１３号  令和６年度山形市公設地方卸売市場事業会計補正予算 

議第１１４号  工事請負契約の締結について（山形市民会館整備事業設計建設工事） 

議第１１５号  「工事請負契約の締結について」の一部変更について（山形市東消防署蔵王

温泉出張所庁舎改築建築工事） 

議第１１６号  指定管理者の指定について（山形市民会館） 

議第１１７号  山形市市税条例及び山形市特定非営利活動法人に対する市税の課税免除に関

する条例の一部改正について 

議第１１８号  山形市特別会計条例の一部改正について 

議第１１９号  山形市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める

条例の一部改正について 

議第１２０号  山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

の一部改正について 

議第１２１号  山形市児童遊園条例の一部改正について 

議第１２２号  山形市営住宅条例の一部改正について 

議第１２３号  山形市水道給水条例の一部改正について 

報第  ３号  専決処分の承認について（令和６年度山形市一般会計補正予算） 

 













































 

 
 

議第１１４号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり、工事請負契約を締結する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 契約の目的  山形市民会館整備事業設計建設工事 

２ 契約の方法  随意契約 

３ 請 負 金 額  金１４，２４８，４１０，０００円 

４ 契約の相手方  ＢＩＧ－ＴＲＥＥ設計建設工事共同企業体 

 

 

 

理 由 

山形市民会館整備事業設計建設工事について、ＢＩＧ－ＴＲＥＥ設計建設工事共同企業体と

請負契約を締結するため、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により、議決を求めようと

するものである。 



議第１１５号 

 

   「工事請負契約の締結について」の一部変更について 

 

令和６年３月１９日に議決を経た令和６年議第２０号「工事請負契約の締結について」の一

部を次のように変更する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 ３請負金額の項中「金３４５，１９９，８００円」を「金３４６，８４１，０００円」に改

める。 

 

 

 

   理 由 

 山形市東消防署蔵王温泉出張所庁舎改築建築工事について、請負金額を変更しようとするも

のである。 

 



議第１１６号 

 

指定管理者の指定について  

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

                                       山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

山形市民会館 
山形市民会館管理運営共同

事業体 

令和７年４月１日から 

令和１２年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

山形市民会館の管理を山形市民会館管理運営共同事業体に行わせるため、地方自治法第  

２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



 

議第１１７号 

 

山形市市税条例及び山形市特定非営利活動法人に対する市税の課税免除に関する 

条例の一部改正について 

 

山形市市税条例及び山形市特定非営利活動法人に対する市税の課税免除に関する条例の一部

を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市市税条例及び山形市特定非営利活動法人に対する市税の課税免除に関する 

条例の一部を改正する条例 

 （山形市市税条例の一部改正） 

第１条 山形市市税条例（昭和４０年市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

  第１１条の２中「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第７項に規定す

る認可地縁団体で」を「次の各号のいずれかに該当する者のうち、」に改め、同条に次の各号

を加える。 

  ⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第７項に規定する認可地縁団

体 

⑵ 法人税法第２条第６号に規定する公益法人等（法第２９６条第１項第２号に掲げる者

を除く。） 

⑶ 防災街区整備事業組合 

⑷ 管理組合法人 

⑸ 団地管理組合法人 

⑹ マンション建替組合 

  第４０条第 1項中第５号を削り、第６号を第５号とする。 

（山形市特定非営利活動法人に対する市税の課税免除に関する条例の一部改正） 

第２条 山形市特定非営利活動法人に対する市税の課税免除に関する条例（平成１９年市条例



 

第１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「課さないことができる」を「課さない」に改める。 

  第３条中「前２条」を「前条」に、「次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める日」を「山形市市税条例（昭和４０年市条例第３７号）第６８条の６第１項に規定する

軽自動車税の環境性能割の申告の期限」に改め、同条各号を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の山形市市税条例第１１条の２の規定は、令和７年度以後の年

度分の法人の市民税について適用し、令和６年度分までの法人の市民税については、なお従

前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の山形市特定非営利活動法人に対する市税の課税免除に関する

条例第２条の規定は、令和７年度以後の年度分の市民税の均等割について適用し、令和６年

度分までの市民税の均等割については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

法人市民税の減免・課税免除制度について見直しを行い、対象者の負担の軽減を図ろうとす

るものである。 



議第１１８号 

 

山形市特別会計条例の一部改正について 

 

山形市特別会計条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市特別会計条例の一部を改正する条例 

山形市特別会計条例（昭和３９年市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第１条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、第８号を第７号とする。 

第２条中「前条第７号」を「前条第６号」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正前の山形市特別会計条例第１条第５号に規定する山形市区画整理事業

会計（以下「旧会計」という。）の令和６年度の収入及び支出並びに決算については、なお

従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に旧会計に属する債務及び出納閉鎖後の歳計剰余金は、山形市一般

会計に引き継ぐものとする。 

 

 

 

理 由 

 区画整理事業会計を廃止しようとするものである。 



議第１１９号 

 

   山形市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例 

の一部改正について 

 

山形市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

山形市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例（平成２７

年市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「第１４０条の６６第１号ロ（２）」を「第１４０条の６６第１号イ」に改

め、「いう」の次に「。以下同じ」を加える。 

第３条各号列記以外の部分中「いう」の次に「。以下同じ」を、「員数」の次に「（地域包

括支援センター運営協議会が第１号被保険者の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘

案して必要であると認めるときは、常勤換算方法（当該地域包括支援センターの職員の勤務延

時間数を当該地域包括支援センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除することによ

り、当該地域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をいう。）に

よることができる。次項において同じ。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援センターの効

果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当する区域を一の区

域として、当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね３，０００人以上６，０００

人未満ごとに同項第１号から第４号までに掲げる常勤の職員の員数を当該複数の地域包括支

援センターに配置することにより、当該区域内の一の地域包括支援センターがそれぞれ同項

の基準を満たすものとする。この場合において、当該区域内の一の地域包括支援センターに



置くべき常勤の職員の員数の基準は、同項第１号から第４号までに掲げる者のうちから３人

とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

   理 由 

厚生労働省令の改正に伴い、地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関する

基準について所要の改正を行おうとするものである。 

 



議第１２０号 

 

山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正

について 

 

山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例 

山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２７年市条例第３号）の一部

を次のように改正する。 

第１５条第１号中「規則第１４０条の６６第１号ロ（２）」を「介護保険法施行規則第  

１４０条の６６第１号イ」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、規定の整備を行おうとするものである。 



議第１２１号 

 

山形市児童遊園条例の一部改正について 

 

山形市児童遊園条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市児童遊園条例の一部を改正する条例 

山形市児童遊園条例（昭和４３年市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

別表五軒児童遊園の項中「五軒児童遊園」を「五軒第１児童遊園」に改め、同項の次に次の

ように加える。 

五軒第２児童遊園 山形市東志戸田２１３２番５ 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 児童遊園の新設及び名称の変更を行おうとするものである。 



議第１２２号 

 

山形市営住宅条例の一部改正について 

 

山形市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  

令和６年１１月２８日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市営住宅条例の一部を改正する条例 

山形市営住宅条例（平成９年市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項第２号ア及びイ並びに同条第４項中「２１４，０００円」を「２５９，０００

円」に改める。 

第９条第４項中「配偶者のない者であって２０歳未満の子を扶養しているもの、引揚者、炭

鉱離職者、高齢者、心身障がい者又は生活環境の改善を図るべき地域に居住する者で市長が定

める要件を備えているもの及び市長が定める基準の収入を有する低額所得者で速やかに公営住

宅に入居することを必要としているもの」を「被災者、高齢者、障がい者、子どもを養育する

者、若者夫婦その他の住宅の確保に特に配慮を要する者として市長が別に定める者」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６条第１項及び第４項並びに第９条第４項の規定は、施行日以後に開始する公

営住宅の入居者の公募に応じて入居の申込みをする者について適用し、施行日前に開始され

た公営住宅の公募に応じて入居の申込みをした者については、なお従前の例による。 

 

理 由 

公営住宅を活用した住まいの子育て支援の取組を推進するため、市営住宅への入居要件を緩

和しようとするものである。 



議第１２３号 

 

山形市水道給水条例の一部改正について 

 

山形市水道給水条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市水道給水条例の一部を改正する条例 

山形市水道給水条例（昭和３３年市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第４４条中「の土木工学科において衛生工学に関する学科目」を「において土木工学科」に、

「２年以上水道」を「３年以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河川」に改め、「有す

る者」の次に「（１年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。）」を加える。 

第４５条中「工学（土木工学を除く。）に関する学科目」を「土木工学科」に、「４年」を 

「３年」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

水道法施行令の改正に伴い、布設工事監督者の資格要件について所要の改正を行おうとする

ものである。 
























